
２００８年

愛知自治体キャラバンのまとめ
２００９年１月／愛知自治体キャラバン実行委員会

Ⅰ．自治体キャラバンの取り組み

１．名 称

「介護・福祉・医療など社会保障の充実とくらしを

守る愛知自治体キャラバン」

２．主 催

愛知自治体キャラバン実行委員会

≪事務局団体≫

愛知県社会保障推進協議会

愛知県労働組合総連合

日本自治体労働組合総連合愛知県本部

新日本婦人の会愛知県本部

３．日 程

２００８年１０月２１日（火）～２４日（金）

※東浦町は当局側の関係で１０月３０日（木）に

実施

※愛知県とは１１月１３日（木）に、名古屋市とは

１２月１２日（金）に実施

４．要請相手とコース日程

愛知県内６１市町村を 5 コースで実施

（詳細：コース表は P７１参照）

コース 主な地域 責任団体 宣伝カー

第１ 尾西・海部

一宮・稲沢

年金者組合

一宮社保協
名古屋市職労

第２ 尾北・尾東・

尾中

岩倉

自治労連

一宮社保協

自治労連

名古屋市職労

第３ 知多・尾東 社保協 保険医協会

第４ 西三河 愛労連

新婦人
愛労連

第５ 東三河 自治労連

東三河労連

事務局４団体

豊橋市職労

５．参加状況

※各団体の自治体別参加状況はP.７２～７３参照。

（ ）内は昨年参加者数

各コースの参加者総数は延べ８０６人（８５１人）

のだった。そのうち共産党議員は８９人（９０人）だ

った。自治体側の参加者５０７人（５１５人）だった。

首長１人、副首長５人、部長は２４市町村３４人

（１９市町村１９人）参加。他は主に、福祉・保険・

医療の課長・次長など担当者が対応した。各団体

の参加状況は、延べ参加者数で多い順に次の通

り。

団 体 名 延べ人数

年金者組合 １６７（１３９）

自治労連（名古屋市職労含む） １３６（１５８）

新婦人 １０７ （７０）

保険医協会 １００（１０４）

愛労連（地域労連・医労連含む） ７４（１０９）

民医連 ５４（６２）

愛商連 ４３（７０）

※（ ）内は昨年参加者数

・ 昨年同様、自治労連、年金者組合や地域労連

はじめ新婦人、愛商連など地域で運動している

団体からの参加が定着してきている。

・ 年金者組合、新婦人がキャラバンを位置づけ取

り組んだ結果、地域からの参加者増になった。

・ 東三河山間部は事務局団体と東三河労連が協

力し取り組んだ。



６．事前学習懇談会の取り組み

事前学習会は、要請事項の学習や地域の具体的

要求の検討をするため全地域での開催を目標に取

り組んだ。結果、昨年の１４地域から今年は１６地域

で開催し、１２５人（昨年１６８人）が参加した。

後期高齢者医療制度問題の学習会とも重なって

日程調整が大変だったが、陳情書への文書回答・ア

ンケート回答も準備され、地域の到達状況もつかん

だ学習会になった。

岡崎は事務局との連絡が不十分で事務局が参加

できなかったなど地域の学習会に応えられなかっ

た。

今後、回答の検討など準備も進め、地域での学習

会を増やしていくために、準備と連絡の改善をはか

ることが必要である。さらに、キャラバン以外でも学習

会や宣伝行動など共同の取り組みが求められてい

る。

開催地域（開催地） 開催日 参加者・団体数

東三河（豊 橋） 10/17 １９人

西三河 （知 立）

（豊 田）

（西 尾）

（岡 崎）

10/ 1

10/ 6

10/ 7

10/14

１０人

１０人

１２人

７人

知 多（半 田）

（東海・知多）

10/ 3

10/11

７人

１０人

尾張東（瀬 戸）

（長久手・日進）

10/ 4

10/14

１０人

１０人

尾張中部（春日井） 10/ 3 １２人

尾張北（江 南）

（岩 倉）

（犬 山）

10/15

10/ 1

10/ 2

７人

１１人

５人

尾張西（一 宮） 9/30 ９人

海部津島（津 島） 10/ 2 １１人

名古屋 12/ 4 １４人

合 計 －
１６地域

１２５人

※安城市は独自に実施。

７．懇談の重点項目とアンケート・回答

① １時間という限られた懇談時間の中で、有効に

懇談できるように重点項目を決めた。要請事項

もすでに多くの市町村が実施している施策はア

ンケートにまわした。

② さらに、住民が安心して暮らしていける自治体

の施策の充実、特に２００９年４月「見直し」の介

護保険の保険料の引き下げや利用料の減免、

２００８年４月より実施された後期高齢者医療制

度にともなう改善を要請した。また、国保の保険

料（税）の未納者に対する資格証明書発行問題

では、子どもや病弱者に対しては「特別の事情」

で直ちに正規の保険証の交付を要請した。

③ 要請項目についてのアンケート・文書回答につ

いて、今回もキャラバンの事前学習会で活用で

きるように約１カ月早く準備した。アンケートはす

べての市町村から、文書回答は昨年同様９７％

の市町村から提出されたが、３市（昨年１１市町

村）が事前に届かず懇談当日配布となった。豊

田市と三好町は、昨年同様文書回答がなかっ

た。 （Ｐ７４～７５参照）

④ 国と県に対する意見書採択一覧は、P６１参照。

８．要望項目に対する到達点

２９年をむかえた自治体キャラバンや地域の運

動で高額療養費や出産育児一時金の受領委任

払いの実施、子どもの医療費無料制度の拡大、

妊婦健診の無料回数拡大、福祉給付金制度の窓

口無料化など市町村の医療・福祉施策の改善に

大きな役割を果たすとともに、国や愛知県の制度

を前進させてきた。

１．安心できる介護保障について

（1）介護保険について

２００５年１０月からの介護保険施設での居住費

や食費の全額自己負担化（所得による軽減あり）

や、２００６年４月からの予防重視の見直しで介護

用ベッドや通院・生活支援などのサービスの利用

制限による「介護の取り上げ」で利用者の生活が

困難になっている。介護の実態はいっそう深刻な

状態になり、「崩壊の危機」に直面している。このま

までは、利用者は懐具合で利用が制限され、低所

得者には「選択」の自由もない。



また、事業所も慢性的な人手不足と経営難で

介護施設の閉鎖が相次いでいる。介護福祉士の

養成も、施設が定員割れを起こすのみでなく、入

学者が激減し廃校となる学校もでている。介護職

員の人員確保は急務の課題になっている。

この間の取り組みでの到達点と今後の課題は

以下通りである。

① 介護保険料について （Ｐ８～９参照）

２００６年４月から県内平均で月額２，９００円から

３，７００円へと３２％（全国２４％）も引き上げられ

た。介護保険料は引き上げられたがサービスの利

用制限で国も各市町村も「黒字」になっている。

２００９年度の見直しで介護保険の「黒字分」を

保険料の引き下げや減免制度の改善など制度改

善に還元するよう要請した。

保険料の引き下げについては、各自治体とも

「黒字」であるが２００９年度の見直しについては

「検討中」の回答が多かった。

新たな減免制度の実施はなく減免実施市町村

は３３市町村（５４．１％）となっている。一宮市のよ

うな減免制度を広げていくことが求められている。

減免に対する「３原則」の撤廃とあわせ国の負

担をせめて「２０％＋調整金５％」から「２５％＋調

整金５％」に早急に改善させることが必要である。

② 利用料減免について （Ｐ１０～１２参照）

利用料の単独減免も新たな実施の自治体はな

く２５市町（４１．０％）になっている。

減免実施の市町村の対象条件が厳しく、多くの

自治体では対象者がごく少数になっている実態

は改善されていない。

そのなかで、豊橋市（低所得者の利用料限度

額の引き下げ）や江南市・阿久比町（非課税世帯

への訪問介護の利用料軽減）などの制度が優れ

ており、他の市町村に広げていくことが必要であ

る。

③ 軽度の要介護者に対するサービスや同居家族

がいる場合の利用制限について

２００５年１０月から実施された介護保険施設の

居住費や食費の全面自己負担化や２００６年４月

からのサービス利用の制限などによって利用者も

事業者も深刻な状況が生じている。

また、要支援、要介護１に対する介護用ベッド

などの貸与等について全国で３０万台（第２３回介

護給付費分科会）の貸しはがしが行われ、愛知で

も県内の車いすや特殊寝台など福祉用具の貸与

状況は、２００５年１２２，１７１件に対し３，９３６件と

大幅に減少している。

厚労省は、介護現場や利用者の声に押され

「機械的・一律に福祉用具を回収しないように」の

事務連絡を出し、同居家族の利用制限について

も２回にわたり「個々の利用者の状況に応じて具

体的に判断」としている。今回のキャラバンで各自

治体は「機械的な制限はしていない」と回答してい

るが具体的な事例で改善を迫っていくことが引き

続き求められている。

④ 特別養護老人ホームなどについて

（Ｐ１３～１８参照）

特別養護老人ホームの建設のテンポは遅く、入

所待機者は１９，３７１人で前回の １７，６９７人より

増え、なかなか入所できない。

また、低所得者や医療依存度が高いと「施設か

ら選択」され、「利用者が選択」の自由はなく、入

居できない実態は変わっていない。とくに、居住

費・食費の全額自己負担化（有料老人ホーム）の

なかで経済的状況によって利用が制限される事

態がいっそう進行している。必要な整備計画も進

まず、療養病床の縮小・廃止で、有料老人ホーム

など経済的にゆとりがある階層しか入所できない

施設の建設が一段と進んでいる。

また、小規模多機能型居宅介護・夜間対応型

訪問介護・認知症対応型通所介護など地域密着

型サービスは計画どおりすすんでいない。

介護・医療療養病床の廃止・縮小をやめさせ、

特別養護老人ホーム、老人保健施設など介護保

険３施設の増設、地域密着型サービスの推進など

身近で、誰でも安心して施設・在宅サービスが利

用できるようにしていくことが必要である。

⑤ 介護労働者の確保について（Ｐ２０～２２参照）

深刻な人材確保問題について「国の動向を見

守る」の回答が大半で自治体としての特別な措置

を講じていない。そのなかでもヘルパー養成研修

受講料の助成（春日井市）、訪問介護養成講座受

講料の一部助成（幡豆町）などを実施と回答して

いる自治体もある。

また、事業所の実態把握や労働者確保につい

て前向きな自治体もあったが具体的な対応はして

いない。



⑥ 住宅改修と福祉用具の受領委任払い制度

（Ｐ２３参照）

アンケートで「住宅改修と福祉用具の受領委任払

い制度」の実施状況を調査したところ、「住宅改修の

受領委任払い制度」は、新たに１１自治体で実施さ

れ、３２市町村（５２．５％）の実施となった。

「福祉用具の受領委任払い制度」も、新たに８自

治体で実施され、２５市町（４１．０％）の実施となっ

た。

（２）高齢者福祉施策の充実について

① 配食サービス （Ｐ２４～２６参照）

自立支援事業となり、「自立支援につながって

いるか」などの調査実施や施設での食事の自己

負担化のなかで、負担増や実施回数の減少など

の動きがはじまっている。

配食サービスは、５９市町村（９６．７％）が実施

し、毎日実施は大口町が新しく実施し１６市町村

（２６．２％）となった。依然として未実施となってい

るのは七宝町と南知多町である。

② 敬老パスや地域巡回バス （Ｐ２７参照）

新たに豊川市、稲沢市、清須市、北名古屋市、

設楽町で実施し、名古屋市の敬老パスを含め３９

市町（６３．９％）の実施となった。そのうち無料は、

１４市町（２３．０％）である。

③ 宅老所など高齢者のたまり場等への援助

（Ｐ２８～３２参照）

宅老所や街角サロンなどへの助成実施自治体

は２１市町村（３４．４％）となった。

介護予防が日常の暮らしのなかで進められ、高

齢者がいきいきと暮らせるようこれらの施策を住民

が必要とする内容に改善させていくことが必要で

ある。

老人保健事業の健診など従来の保健事業は、

高齢者医療制度でも実施される。しかし予防給付

の名で軽度の要介護者の利用が制限されることな

く、現行の自治体の施策を守らせることが大切だ。

さらに高齢者の生活や介護支援、介護予防など

高齢者福祉の充実にむけて具体的な取り組みの

強化が求められている。

④ ゴミ出し援助 （Ｐ３３参照）

アンケートで「ゴミ出し援助」の実施状況を調査し

たところ、２５市町村（４１．０％）の実施となった。

（３）障害者控除の認定などについて

①障害者控除の認定書発行について

（Ｐ３５～３６参照）

認定書の発行は、２００６年の１０，４６６人から

２００７年１３，１７１人へと増えている。しかし、要介

護認定者からみるとまだ少ない。

「寝たきり」や「認知症」しか認めない市町村が

あるなかで「要介護１以上の要介護認定者」をす

べて「障害者控除」の対象としているのは、１４市

町村から１８市町村（２９．５％）に広がった。また、

要介護者全員に認定書を送付しているのは、知

立市、扶桑町につづいて、美和町、阿久比町で

実施された。

認定書または申請書の個別送付を実施してい

るのは、１２市町から１７市町村（２７．９％）に広が

った。市町村によって対応が異なっている実態を

改善させるため、引き続き対象を広げ、全ての要

介護者に障害者控除の認定書・申請書を送付さ

せるとりくみが必要である。

２．高齢者医療の充実について

① 後期高齢者福祉医療費給付制度（福祉給付金

制度） （Ｐ３７～３９参照）

愛知県は２００８年４月から「福祉給付金制度」を

「後期高齢者福祉医療費給付制度」と名称を変更

し「ひとり暮らしの市町村民税非課税者」を対象か

ら外す改悪をおこなった。

キャラバン実行委員会は、県への「撤回」要請と

あわせ独自の継続を要請した。

県が外した「ひとり暮らし非課税者」を引き続き

対象（縮小も含む）としているのは、５３市町村

（８６．９％）である。愛知県の施策が否定されたこ

とを意味しており、県は直ちに外した対象を元に

戻すべきである。

県の基準より何らかの拡大をしているのは、「ひ

とり暮らし非課税者」を含め、５５市町村（９０．２％）

ある。

② 後期高齢者医療制度の保険料滞納者に対する

資格証明書の発行について

後期高齢者医療制度の発足にともなって長期

の滞納者は、保険証が取り上げられ資格証明書

が発行されるようになる。

名古屋市は、２０００人程度の未納者があること

が明らかになっているが、各市町村に、保険証の



取り上げ・資格証明書の発行は絶対しないよう求

めた。

対象者は２００９年になってから明らかになること

もあり「悪質」「高額所得者」以外には発行しないと

いう対応になっている。

③ 後期高齢者医療制度に加入しない６５～７４歳

の障害者医療助成制度の適用について

愛知県は、６５～７４歳の障害者が後期高齢者

医療を選択しないと医療費助成が打ち切られる７

道県の一つである。

後期高齢者医療に加入しない６５～７４歳の障

害者に直ちに障害者医療の適用をする制度に改

めるよう求めた。適用制限をしていない自治体は、

七宝町と豊根村のみである。

④ 人間ドック、温泉などの保養施設補助などの後

期高齢者に対する適用 （Ｐ４０～４１参照）

国保の加入者が受けられる保健施策や福祉施

設補助などについて、今までと同様に後期高齢者

にも実施するよう求めた。

人間ドック、脳ドックなどの健診を受けられない

または補助が受けられない自治体が１５市町（２

４．６％）あった。また、宿泊費補助を受けられない

自治体は３市町（４．９％）あった。

３．子育て支援の要請が大きく前進

① 子どもの医療費助成制度 （Ｐ４２～４３参照）

愛知県が２００８年４月から通院を就学前、入院

を中学校卒業まで（小中学生は償還払い）に拡

大、名古屋市も県内で唯一実施していた所得制

限を廃止し、子どもの医療費助成制度は大きく前

進した。

通院・入院とも「中学卒業」まで自己負担なしで

の実施は、昨年の５市町村から１８市町村（２９．

５％）へ広がった。また、「小学校卒業」までへの拡

大は、９市町村から３４市町村（５５．７％）に大きく

広がり、５割を超す実施となった。

制度は前進したが、１割の自己負担問題では

大口町は改善したが、高浜市・一色町の２市町で

残されている。また、入院で償還払い制度を残し

ているところが４２市町村（６８．９％）ある。

１割の自己負担や償還払いを実施している市

町村は窓口での支払いが必要になる。早急に改

善すべきである。

② 妊婦無料健診の拡大 （Ｐ４４～４５参照）

妊婦健診の無料回数の拡大は、２００３年以来

毎年要請し、厚労省の指導文書や厚労大臣の発

言もあり、全自治体で５回以上が実現した。

１４回以上を無料にしている市町村は９市町村

（１４．８％）となった。産婦無料健診の実施も１２市

町（１９．７％）となった。

４．国保の改善について

① 保険料（税）について （Ｐ４６～４７参照）

国民健康保険は憲法２５条に基づく社会保障

の柱であり、国民健康保険法のどこにも「相互扶

助」の文言はない。法に基づかない考え方は改め

させていく必要がある。

加入者の２割近くが払いきれない保険料（税）

は高すぎる。保険料（税）の滞納者が増えるなか

で、払える保険料（税）にしていくために、昨年に

続き以下の要請をした。

イ)就学前の子どもは均等割の対象から外す

ロ)前年所得が生活保護基準の１．３倍以下の

減免制度の新設

ハ)所得激減の要件を「前年所得１，０００万円

以下で、当年の見込み所得５００万円以下、

かつ前年所得の１０分の９以下」に

その結果、収入減の減免要件で春日井市が

３００万円以下を４００万円以下に、江南市が１００

万円以下を４００万円以下に改善した。引き続き国

に対し、国庫負担を３８．５％から４５％に戻すとと

もに各市町村で払える保険料（税）にしていくため

の取り組みが必要である。

６５歳からの年金からの保険料天引きは、２００８

年４月から１９市町村が実施し、１０月からは３８市

町村の実施となった。２００９年からの実施は名古

屋市、半田市、新城市である。飛島村は予定して

いない。

② 資格証明書・短期保険証 （Ｐ４８～５３参照）

資格証明書の発行だけでなく、短期保険証発

行の期間や制裁措置についても調査した。

資格証明書の発行は、愛知県合計で３，０７２件

と他府県と比べてかなり低い数に抑えている。資

格証明書を１枚も発行していない自治体は２７市

町村（４４．３％）ある。

資格証明書の発行基準を「国の基準」としたの

は１９市町村（３１．１％）。「独自に配慮」は２６市町



村（４２．６％）である。

なかでも中学校以下の子どもに対して資格証

明書の発行は９市町であったが、厚労省の調査

（２００８年９月）では１２市町１７８世帯２７９人であっ

た。

キャラバン要請では、「無保険の子どもをなく

す」よう強く求め、各自治体もその解消をすすめ

た。その後の実行委員会の調査では、２００８年１２

月末までに８市町が無保険の子どもに短期保険

証を交付し、無保険の子どもを残しているのは、

名古屋市、瀬戸市、豊川市、東海市の４市のみと

なった。そのうち名古屋市は７１世帯１１１人を残

し、県内の８６．７％を占めている。

子どもの無保険をなくす取り組みは国も動か

し、２００９年４月から「短期・６カ月」の条件付きで

あるが改善させた。機械的な発行を許さない取り

組みが引き続き重要である。

短期保険証の発行件数は、６３，９８７件から

５５，９０９件へと微減している。有効期間は１カ月

が１４市町村で１，３８５件（昨年３，２４７件）、３カ月

が２８市町村で８，６５５件（昨年１１，４９０件）にな

っている。

また、未交付１１，１０１件、留め置きも１４，６２０

件となっている。

滞納者の差し押さえ件数は２００６年の３，４５８

件３１億円から、２００７年は５，８１７件２０億円にな

っている。差し押さえ物件は不動産、預金が多い

が給与もある。「悪質」のみの差し押さえなのか、き

ちんとした実態調査が必要である。

③ 一部負担金減免 （Ｐ５４～５５参照）

一部負担金の減免制度は、新たに５市町で実

施され、合計４４市町村（７２．１％）となったが、未

だに未整備のままの自治体が１７市町村（２７．

９％）も残っているのは問題である。

２００７年度の減免実績は、２市２３件のみに留ま

っている。減免基準も「生保基準の１．３倍」は１５

市町村増えて３２市町村（５２．５％）の実施となっ

た。

制度を活用する申請の促進運動と制度の拡充

が必要である。

④ 出産育児一時金の受領委任払い

出産育児一時金の受領委任払いはこの間の運

動もあり、豊根村を除いて全ての市町村での実施

となった。

５．障害者施策の充実について

（Ｐ５６～５７参照）

① 障害者自立支援法の抜本的見直しに向けた緊

急措置について

２００７年１２月に国は、障害者運動や関係者か

らの声を受け「障害者自立支援法の抜本的な見

直しに向けた緊急措置」を打ち出した。ホームヘ

ルパーやケアホーム・グループホームの利用料、

通所施設の利用料を更に軽減し、低所得１（障害

基礎年金２級受給者）で１，５００円、低所得２（障

害基礎年金１級受給者）で３，０００円、所得割１６

万円未満で４，６００円の利用料上限額設定し、

２００８年７月から実施した。

しかし、障害ゆえの福祉サービス利用を「益」と

する応益負担制度を温存し、補装具・自立支援医

療の負担金、入所施設での手持ち金の制限、食

費などの実費負担などの経済的負担が改善され

たわけではない。

こうした中、利用料軽減について独自の負担軽

減をおこなっているのは１７市町（２７．９％）であ

る。しかし、地域生活支援事業を含めて何らかの

負担軽減策を講じているのは４１市町（６７．２％）

あり、この中で利用料を合算し負担上限額を設け

ているのは１６市町（２６．２％）である。春日井市・

豊川市・豊田市などは国の緊急措置で軽減され

た金額を利用料上限としている。

② ホームヘルパー・ガイドヘルパーの利用時間の

要望について

「ヘルパーは足りているため、要望に応えられ

ている」と答えたのは３７市町村（６０．７％）だが、

隣接市では「応えられない」と回答するところや、

当事者の「ヘルパー不足で利用できない」との声

の中、本当に要望にこたえられるヘルパーがいる

のだろうか疑問が残る。また、「状況を掴んでいな

い」と１１市町（１８．０％）が答え、状況を掴まずに

第２期障害福祉計画をどのように策定するのか危

惧される。

今回の回答でも、市町村格差の広がりが明らか

になった。特に、住むところで経済負担が異なる

点、地域生活の状況把握での格差は問題といえ

る。愛知県や市町村が障害者・児の要望・状況を

把握し、地域での生活を確保できるようにすること

が望まれる。



６．健診事業について

① 特定健診・がん検診 （Ｐ５８～６０参照）

２００８年度から基本健診は、「特定健診」と制度

変更された。健診の実施に責任を持つのが自治

体から保険者へと変更され、病気の早期発見に

主眼がおかれなくなった。

今回のキャラバンは、特定健診への移行後の

実施状況をつかみ、住民の健康を重視し福祉の

後退に繋がらないよう要請した。

すべての自治体が、特定健診を集団・個別医

療機関委託のどちらかで実施している。しかし、個

別医療機関委託では、自己負担無料での実施は

３１市町村（実施市町村の６０．８％）であり集団検

診で自己負担無料は２２市町村（同６１．９％）だっ

た。

各種がん検診は、項目ごとに実施のばらつきが

あり、すべての自治体ですべての検診を実施する

必要がある。特に前立腺がん検診を実施していな

いのは名古屋市のみであり、社保協との懇談の場

で「厚労省のガイドラインに従い、実施しない」と冷

たい対応である。住民の健康を守る立場からも早

期の実施が望まれる。

② 歯周疾患検診

歯周疾患検診を毎年受診できるのは１８市町村

（２９．５％）である。年齢基準が国基準より対象を

拡大している自治体は４４市町村（７２．１％）であ

る。

９．今後の課題

（１）自治体を住民のいのちと暮らし守る砦に

～これまでの貴重な成果を踏まえ～

国の社会保障の連続改悪が進められるなかで

住民の負担増はいっそう強まっているだけでなく

「雇用と貧困」問題など、かつてない状況が大きな

社会問題になっている。

すでに病院や老人福祉施設、保育所、児童福

祉施設など公的施設の民営化だけでなく、２００９

年４月からの介護保険の見直し、療養病床の廃止

などがすすめられている。

この間の自治体キャラバン要請の貴重な成果を

地域住民に知らせるため、２００７年１月に「知って

トクする！医療・介護・税金の負担軽減策（略称：

知っトクパンフ）」を発行した。２００９年２月には、こ

の改訂版を発行する。愛知社保協のホームペー

ジの活用も含め、制度を知らせる活動をいっそう

強め、国の悪政に対し、自治体が住民のいのちと

暮らしを守る砦となるよう、「草の根」からの運動強

化がいっそう求められている。

（２）地域ごとの運動課題を明確にした運動を

国保改善や高齢者福祉など、地域ごとの中心

課題や「水準の引き上げ」などを求め、県内市町

村の各制度を明らかにしていくことが大切である。

また、介護保険料や国保保険料（税）の引き下

げ、独自減免など現行のサービスを後退させない

取り組み、高齢者の生活を総合的に支える地域

づくりなど継続的な取り組みの強化が必要であ

る。そのためには、①キャラバンの事前学習会をこ

れまで以上に多くの地域で開催していくこと、②事

前学習会では事前に回答を分析し、具体的な事

例で改善をめざす準備をする、③重点陳情事項

をできるだけ絞り込む――など引き続き改善をし

ていくことが求められる。

キャラバン時の懇談だけでなく継続的な取り組

みにしていくために、地域社保協などの運動体づ

くりが不可欠である。

（３）国の悪政に地域から連携したたたかいを

世界金融危機にはじまった景気悪化の中でトヨ

タをはじめ大企業が率先して「期間工切り」や「派

遣切り」を行い、深刻な雇用破壊が生じている。雇

用悪化に対する取り組みは大きな世論となり、「反

貧困」の連帯の動きが政府・国会を動かしはじめ

ている。

また、後期高齢者医療制度の「廃止」や地域医

療を守る取り組み、「無保険」の子どもを無くすな

ど私たちの運動が情勢を動かしてきている。

派遣社員や期間工の解雇に対し、国の責任で

緊急対策させるとともに、社会保障予算削減や消

費税増税反対、後期高齢者医療制度など、国の

悪政をやめさせ、医療・福祉・保育などの「危機」

に対し、いのちと暮らしを守り、安心して暮らせる

社会保障制度を活用し、改善させる地域から連携

した大きなたたかいを広げていくことが求められて

いる。


